
会　　計　　名 歳入決算額 歳出決算額 形式収支 繰越財源 実質収支
Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

一般会計 323億3,315万円 309億8,091万円 13億5,224万円 4億4,762万円 9億462万円
住宅資金特別会計 596万円 589万円 7万円 7万円
歯科診療所特別会計 2,527万円 2,485万円 42万円 42万円
休日診療センター特別会計 1,261万円 1,261万円 0万円 0万円
国民健康保険特別会計 43億5,181万円 43億3,926万円 1,255万円 1,255万円
国民健康保険特別会計（直診勘定） 9,717万円 9,703万円 14万円 14万円
後期高齢者医療特別会計 6億2,497万円 6億2,254万円 243万円 243万円
介護保険特別会計 61億8,044万円 60億7,109万円 1億935万円 1億935万円
介護保険サービス事業特別会計 4,332万円 4,330万円 2万円 2万円
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病院事業 12億2,872万円 12億7,971万円 23万円 4,419万円 ▲9,495万円

会　　計　　名 歳入決算額 歳出決算額 形式収支 繰越財源 実質収支
Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

一般会計 323億3,315万円 309億8,091万円 13億5,224万円 4億4,762万円 9億462万円
住宅資金特別会計 596万円 589万円 7万円 7万円
歯科診療所特別会計 2,527万円 2,485万円 42万円 42万円
休日診療センター特別会計 1,261万円 1,261万円 0万円 0万円
国民健康保険特別会計 43億5,181万円 43億3,926万円 1,255万円 1,255万円
国民健康保険特別会計（直診勘定） 9,717万円 9,703万円 14万円 14万円
後期高齢者医療特別会計 6億2,497万円 6億2,254万円 243万円 243万円
介護保険特別会計 61億8,044万円 60億7,109万円 1億935万円 1億935万円
介護保険サービス事業特別会計 4,332万円 4,330万円 2万円 2万円
公共下水道事業特別会計 8億4,722万円 8億4,618万円 104万円 104万円
農業集落排水事業特別会計 3億7,224万円 3億7,182万円 42万円 42万円
浄化槽整備事業特別会計 1億7,436万円 1億7,355万円 81万円 81万円
簡易水道事業特別会計 4億893万円 4億28万円 865万円 865万円
工業団地造成事業特別会計 85万円 85万円 0万円 0万円
宅地造成事業特別会計 317万円 317万円 0万円 0万円

会　　計　　名 収益 費用 特別利益 特別損失 当年度純利益 
（▲損失）

水道事業 7億9,992万円 7億3,517万円 9,903万円 5,509万円 1億869万円
病院事業 12億2,872万円 12億7,971万円 23万円 4,419万円 ▲9,495万円

決算決算
平成26年度

　市の平成26年度各会計決算がまとまり、市議会９月定例会で認定され
ました。福祉、教育、まちづくりなど市民の皆さんの生活に関わりの深い
事業を行う一般会計の決算状況を中心に、昨年度どういった収入があり、
どのような目的に使われたのかをお知らせします。

法人市民税の増　
　所得にかかる個人市民税が前年度から2,179
万円の減となったものの、景気の回復による企業
業績の向上などにより法人市民税が7,702万円の
増となるなど、市税全体では6,122万円の増となり
ました。

基金取り崩しの増　
　市債の繰上償還のために３億2,012万円の減
債基金の取り崩しや、国庫補助金返還のために
２億3,806万円の財政調整基金の取り崩しなどを
行い、前年度から大幅な増額となりました。

有利な財源の確保　
　過疎地域自立促進基金の造成による新たな財
源の確保や、庄原小学校改築工事の実施など
により、市債（市の借入金）は前年度から２億
9,771万円の増となりました。

市債残高の圧縮　
　市の将来の負担を軽減するため、減債基金
（市の貯金）を取り崩し３億2,012万円の繰上償
還を行いました。

新規基金の造成　
　将来にわたり計画的にソフト事業を行うために
造成した過疎地域自立促進基金に４億1,000万
円を積み立てました。

光整備事業の着手　
　市内全域に敷設される光ケーブルを活用して
告知放送を行うために超高速情報通信網整備
事業に着手しました。普通建設事業費全体では
東城小学校改築などの完了で４億4,153万円の
減となりました。

繰入金

市税

公債費

積立金

普通建設

市債

財政課財政係　☎0824-73-1129 ※金額は万円未満を四捨五入していますので、
　内訳の合計は必ずしも一致しません。

平成26年度の各会計の歳入・歳出などの決算額を
一覧にしています。

暮らしのどこにお金が使われたのか、一般会計の
歳出決算額を市民一人当たりに換算してみると…

各会計の決算状況

市民一人当たりの決算額

歳 入

（平成27年３月31日現在の住民基本台帳人口37,902人）

※一般会計の実質収支（黒字となったお金）のうち、５億円は財政調整基金（貯金）へ積み立て、
　残り４億462万円を平成27年度に繰り越しました。

※（　）は前年度比

※（　）は前年度比

土木費　8.2万円
道路の整備、区画整理、
公園や公営住宅の管理などに

総務費　10.1万円
自治振興、超高速情報通信網の
整備、戸籍事務などに

民生費　19.0万円
高齢者や障害者などの
福祉や保育所運営などに

衛生費　5.4万円
医療の充実、健康診査、
ごみ処理、水道事業などに

その他　8.5万円
市議会の運営、商工業・観光の振興、
消防・防災、災害復旧などに

公債費　16.5万円
市債（市の借金）の元金と
利子の支払などに

教育費　7.4万円
小・中学校の教育や施設整備、
生涯学習、体育施設の管理などに

総額
81.7万円

一般会計 自主財源割合が前年度の18.3％から20.4％と増加しましたが、地方交付税を
はじめとする依存財源に頼らざるを得ない財政状況となっています。

歳 出一般会計 財政健全化に向けた取り組みを進める中、「第１期 庄原いちばん基本計画」
に基づく事業や、市民生活に直結した各事業を行いました。

新規就農者の支援や森林の整備など
農林水産業の振興に

農林水産業費　6.4万円
ソフト事業では、保育料第３子以降無料化、乳幼児等医療助成の対象者の拡大や比婆牛ブランドの復活に取り組
み、ハード事業では超高速情報通信網整備事業や庄原小学校改築工事などの各種事業を計画的に実施しました。
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人件費
41億1,847万円

（▲4,346万円）

その他（貸付金など）
3億9,638万円
（▲997万円）

災害復旧事業費
6億1,257万円

（＋7,930万円）

積立金
4億3,076万円

（▲6億133万円）

扶助費
36億9,406万円

（＋2億1,741万円）

公債費
60億9,780万円
（＋2億762万円）

物件費
37億8,127万円

（＋1億2,696万円）

補助費等
42億3,513万円

（＋4億8,988万円）

繰出金
31億339万円

（＋2,722万円）

普通建設事業費
45億1,109万円

（▲4億4,153万円）

309億8,091万円
(＋5,210万円)

合計

市税
38億4,447万円

（＋6,122万円）

地方交付税
160億1,358万円

（▲1億5,848万円）

繰入金
9億8,089万円

（＋8億8,455万円）
繰越金
5億8,137万円

（▲6,043万円）

使用料・手数料など
11億7,988万円

（▲１億3,845万円）
国・県支出金

49億2,448万円
(▲4億5,053万円）

市債
38億753万円

（＋2億9,771万円）

地方譲与税など
10億94万円

（▲1,262万円）

323億3,315万円
（＋4億2,297万円）

合計

依存財源  79.6%

自主財源 20.4%

義務的経費 ４４．９%

投資的経費 16.5%

その他経費 38.6%

160億1,358万円
（▲1億5,848万円）
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新規就農者の支援や森林の整備など
農林水産業の振興に

農林水産業費　6.4万円
ソフト事業では、保育料第３子以降無料化、乳幼児等医療助成の対象者の拡大や比婆牛ブランドの復活に取り組
み、ハード事業では超高速情報通信網整備事業や庄原小学校改築工事などの各種事業を計画的に実施しました。

歳出のポイン
ト

●

●

●

●
●

●

●

●

人件費
41億1,847万円

（▲4,346万円）

その他（貸付金など）
3億9,638万円
（▲997万円）

災害復旧事業費
6億1,257万円

（＋7,930万円）

積立金
4億3,076万円

（▲6億133万円）

扶助費
36億9,406万円

（＋2億1,741万円）

公債費
60億9,780万円
（＋2億762万円）

物件費
37億8,127万円

（＋1億2,696万円）

補助費等
42億3,513万円

（＋4億8,988万円）

繰出金
31億339万円

（＋2,722万円）

普通建設事業費
45億1,109万円

（▲4億4,153万円）

309億8,091万円
(＋5,210万円)

合計

市税
38億4,447万円

（＋6,122万円）

地方交付税
160億1,358万円

（▲1億5,848万円）

繰入金
9億8,089万円

（＋8億8,455万円）
繰越金
5億8,137万円

（▲6,043万円）

使用料・手数料など
11億7,988万円

（▲１億3,845万円）
国・県支出金

49億2,448万円
(▲4億5,053万円）

市債
38億753万円

（＋2億9,771万円）

地方譲与税など
10億94万円

（▲1,262万円）

323億3,315万円
（＋4億2,297万円）

合計

依存財源  79.6%

自主財源 20.4%

義務的経費 ４４．９%

投資的経費 16.5%

その他経費 38.6%

160億1,358万円
（▲1億5,848万円）

一
般
会
計
・
特
別
会
計

企
業
会
計
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会　　計　　名 歳入決算額 歳出決算額 形式収支 繰越財源 実質収支
Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

一般会計 323億3,315万円 309億8,091万円 13億5,224万円 4億4,762万円 9億462万円
住宅資金特別会計 596万円 589万円 7万円 7万円
歯科診療所特別会計 2,527万円 2,485万円 42万円 42万円
休日診療センター特別会計 1,261万円 1,261万円 0万円 0万円
国民健康保険特別会計 43億5,181万円 43億3,926万円 1,255万円 1,255万円
国民健康保険特別会計（直診勘定） 9,717万円 9,703万円 14万円 14万円
後期高齢者医療特別会計 6億2,497万円 6億2,254万円 243万円 243万円
介護保険特別会計 61億8,044万円 60億7,109万円 1億935万円 1億935万円
介護保険サービス事業特別会計 4,332万円 4,330万円 2万円 2万円
公共下水道事業特別会計 8億4,722万円 8億4,618万円 104万円 104万円
農業集落排水事業特別会計 3億7,224万円 3億7,182万円 42万円 42万円
浄化槽整備事業特別会計 1億7,436万円 1億7,355万円 81万円 81万円
簡易水道事業特別会計 4億893万円 4億28万円 865万円 865万円
工業団地造成事業特別会計 85万円 85万円 0万円 0万円
宅地造成事業特別会計 317万円 317万円 0万円 0万円

会　　計　　名 収益 費用 特別利益 特別損失 当年度純利益 
（▲損失）

水道事業 7億9,992万円 7億3,517万円 9,903万円 5,509万円 1億869万円
病院事業 12億2,872万円 12億7,971万円 23万円 4,419万円 ▲9,495万円

会　　計　　名 歳入決算額 歳出決算額 形式収支 繰越財源 実質収支
Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

一般会計 323億3,315万円 309億8,091万円 13億5,224万円 4億4,762万円 9億462万円
住宅資金特別会計 596万円 589万円 7万円 7万円
歯科診療所特別会計 2,527万円 2,485万円 42万円 42万円
休日診療センター特別会計 1,261万円 1,261万円 0万円 0万円
国民健康保険特別会計 43億5,181万円 43億3,926万円 1,255万円 1,255万円
国民健康保険特別会計（直診勘定） 9,717万円 9,703万円 14万円 14万円
後期高齢者医療特別会計 6億2,497万円 6億2,254万円 243万円 243万円
介護保険特別会計 61億8,044万円 60億7,109万円 1億935万円 1億935万円
介護保険サービス事業特別会計 4,332万円 4,330万円 2万円 2万円
公共下水道事業特別会計 8億4,722万円 8億4,618万円 104万円 104万円
農業集落排水事業特別会計 3億7,224万円 3億7,182万円 42万円 42万円
浄化槽整備事業特別会計 1億7,436万円 1億7,355万円 81万円 81万円
簡易水道事業特別会計 4億893万円 4億28万円 865万円 865万円
工業団地造成事業特別会計 85万円 85万円 0万円 0万円
宅地造成事業特別会計 317万円 317万円 0万円 0万円

会　　計　　名 収益 費用 特別利益 特別損失 当年度純利益 
（▲損失）

水道事業 7億9,992万円 7億3,517万円 9,903万円 5,509万円 1億869万円
病院事業 12億2,872万円 12億7,971万円 23万円 4,419万円 ▲9,495万円

決算決算
平成26年度

　市の平成26年度各会計決算がまとまり、市議会９月定例会で認定され
ました。福祉、教育、まちづくりなど市民の皆さんの生活に関わりの深い
事業を行う一般会計の決算状況を中心に、昨年度どういった収入があり、
どのような目的に使われたのかをお知らせします。

法人市民税の増　
　所得にかかる個人市民税が前年度から2,179
万円の減となったものの、景気の回復による企業
業績の向上などにより法人市民税が7,702万円の
増となるなど、市税全体では6,122万円の増となり
ました。

基金取り崩しの増　
　市債の繰上償還のために３億2,012万円の減
債基金の取り崩しや、国庫補助金返還のために
２億3,806万円の財政調整基金の取り崩しなどを
行い、前年度から大幅な増額となりました。

有利な財源の確保　
　過疎地域自立促進基金の造成による新たな財
源の確保や、庄原小学校改築工事の実施など
により、市債（市の借入金）は前年度から２億
9,771万円の増となりました。

市債残高の圧縮　
　市の将来の負担を軽減するため、減債基金
（市の貯金）を取り崩し３億2,012万円の繰上償
還を行いました。

新規基金の造成　
　将来にわたり計画的にソフト事業を行うために
造成した過疎地域自立促進基金に４億1,000万
円を積み立てました。

光整備事業の着手　
　市内全域に敷設される光ケーブルを活用して
告知放送を行うために超高速情報通信網整備
事業に着手しました。普通建設事業費全体では
東城小学校改築などの完了で４億4,153万円の
減となりました。

繰入金

市税

公債費

積立金

普通建設

市債

財政課財政係　☎0824-73-1129 ※金額は万円未満を四捨五入していますので、
　内訳の合計は必ずしも一致しません。

平成26年度の各会計の歳入・歳出などの決算額を
一覧にしています。

暮らしのどこにお金が使われたのか、一般会計の
歳出決算額を市民一人当たりに換算してみると…

各会計の決算状況

市民一人当たりの決算額

歳 入

（平成27年３月31日現在の住民基本台帳人口37,902人）

※一般会計の実質収支（黒字となったお金）のうち、５億円は財政調整基金（貯金）へ積み立て、
　残り４億462万円を平成27年度に繰り越しました。

※（　）は前年度比

※（　）は前年度比

土木費　8.2万円
道路の整備、区画整理、
公園や公営住宅の管理などに

総務費　10.1万円
自治振興、超高速情報通信網の
整備、戸籍事務などに

民生費　19.0万円
高齢者や障害者などの
福祉や保育所運営などに

衛生費　5.4万円
医療の充実、健康診査、
ごみ処理、水道事業などに

その他　8.5万円
市議会の運営、商工業・観光の振興、
消防・防災、災害復旧などに

公債費　16.5万円
市債（市の借金）の元金と
利子の支払などに

教育費　7.4万円
小・中学校の教育や施設整備、
生涯学習、体育施設の管理などに

総額
81.7万円

一般会計 自主財源割合が前年度の18.3％から20.4％と増加しましたが、地方交付税を
はじめとする依存財源に頼らざるを得ない財政状況となっています。

歳 出一般会計 財政健全化に向けた取り組みを進める中、「第１期 庄原いちばん基本計画」
に基づく事業や、市民生活に直結した各事業を行いました。

新規就農者の支援や森林の整備など
農林水産業の振興に

農林水産業費　6.4万円
ソフト事業では、保育料第３子以降無料化、乳幼児等医療助成の対象者の拡大や比婆牛ブランドの復活に取り組
み、ハード事業では超高速情報通信網整備事業や庄原小学校改築工事などの各種事業を計画的に実施しました。

歳出のポイン
ト

●

●

●

●
●

●

●

●

人件費
41億1,847万円

（▲4,346万円）

その他（貸付金など）
3億9,638万円
（▲997万円）

災害復旧事業費
6億1,257万円

（＋7,930万円）

積立金
4億3,076万円

（▲6億133万円）

扶助費
36億9,406万円

（＋2億1,741万円）

公債費
60億9,780万円
（＋2億762万円）

物件費
37億8,127万円

（＋1億2,696万円）

補助費等
42億3,513万円

（＋4億8,988万円）

繰出金
31億339万円

（＋2,722万円）

普通建設事業費
45億1,109万円

（▲4億4,153万円）

309億8,091万円
(＋5,210万円)

合計

市税
38億4,447万円

（＋6,122万円）

地方交付税
160億1,358万円

（▲1億5,848万円）

繰入金
9億8,089万円

（＋8億8,455万円）
繰越金
5億8,137万円

（▲6,043万円）

使用料・手数料など
11億7,988万円

（▲１億3,845万円）
国・県支出金

49億2,448万円
(▲4億5,053万円）

市債
38億753万円

（＋2億9,771万円）

地方譲与税など
10億94万円

（▲1,262万円）

323億3,315万円
（＋4億2,297万円）

合計

依存財源  79.6%

自主財源 20.4%

義務的経費 ４４．９%

投資的経費 16.5%

その他経費 38.6%

160億1,358万円
（▲1億5,848万円）

一
般
会
計
・
特
別
会
計

企
業
会
計
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会　　計　　名 歳入決算額 歳出決算額 形式収支 繰越財源 実質収支
Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

一般会計 323億3,315万円 309億8,091万円 13億5,224万円 4億4,762万円 9億462万円
住宅資金特別会計 596万円 589万円 7万円 7万円
歯科診療所特別会計 2,527万円 2,485万円 42万円 42万円
休日診療センター特別会計 1,261万円 1,261万円 0万円 0万円
国民健康保険特別会計 43億5,181万円 43億3,926万円 1,255万円 1,255万円
国民健康保険特別会計（直診勘定） 9,717万円 9,703万円 14万円 14万円
後期高齢者医療特別会計 6億2,497万円 6億2,254万円 243万円 243万円
介護保険特別会計 61億8,044万円 60億7,109万円 1億935万円 1億935万円
介護保険サービス事業特別会計 4,332万円 4,330万円 2万円 2万円
公共下水道事業特別会計 8億4,722万円 8億4,618万円 104万円 104万円
農業集落排水事業特別会計 3億7,224万円 3億7,182万円 42万円 42万円
浄化槽整備事業特別会計 1億7,436万円 1億7,355万円 81万円 81万円
簡易水道事業特別会計 4億893万円 4億28万円 865万円 865万円
工業団地造成事業特別会計 85万円 85万円 0万円 0万円
宅地造成事業特別会計 317万円 317万円 0万円 0万円

会　　計　　名 収益 費用 特別利益 特別損失 当年度純利益 
（▲損失）

水道事業 7億9,992万円 7億3,517万円 9,903万円 5,509万円 1億869万円
病院事業 12億2,872万円 12億7,971万円 23万円 4,419万円 ▲9,495万円

会　　計　　名 歳入決算額 歳出決算額 形式収支 繰越財源 実質収支
Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

一般会計 323億3,315万円 309億8,091万円 13億5,224万円 4億4,762万円 9億462万円
住宅資金特別会計 596万円 589万円 7万円 7万円
歯科診療所特別会計 2,527万円 2,485万円 42万円 42万円
休日診療センター特別会計 1,261万円 1,261万円 0万円 0万円
国民健康保険特別会計 43億5,181万円 43億3,926万円 1,255万円 1,255万円
国民健康保険特別会計（直診勘定） 9,717万円 9,703万円 14万円 14万円
後期高齢者医療特別会計 6億2,497万円 6億2,254万円 243万円 243万円
介護保険特別会計 61億8,044万円 60億7,109万円 1億935万円 1億935万円
介護保険サービス事業特別会計 4,332万円 4,330万円 2万円 2万円
公共下水道事業特別会計 8億4,722万円 8億4,618万円 104万円 104万円
農業集落排水事業特別会計 3億7,224万円 3億7,182万円 42万円 42万円
浄化槽整備事業特別会計 1億7,436万円 1億7,355万円 81万円 81万円
簡易水道事業特別会計 4億893万円 4億28万円 865万円 865万円
工業団地造成事業特別会計 85万円 85万円 0万円 0万円
宅地造成事業特別会計 317万円 317万円 0万円 0万円

会　　計　　名 収益 費用 特別利益 特別損失 当年度純利益 
（▲損失）

水道事業 7億9,992万円 7億3,517万円 9,903万円 5,509万円 1億869万円
病院事業 12億2,872万円 12億7,971万円 23万円 4,419万円 ▲9,495万円

決算決算
平成26年度

　市の平成26年度各会計決算がまとまり、市議会９月定例会で認定され
ました。福祉、教育、まちづくりなど市民の皆さんの生活に関わりの深い
事業を行う一般会計の決算状況を中心に、昨年度どういった収入があり、
どのような目的に使われたのかをお知らせします。

法人市民税の増　
　所得にかかる個人市民税が前年度から2,179
万円の減となったものの、景気の回復による企業
業績の向上などにより法人市民税が7,702万円の
増となるなど、市税全体では6,122万円の増となり
ました。

基金取り崩しの増　
　市債の繰上償還のために３億2,012万円の減
債基金の取り崩しや、国庫補助金返還のために
２億3,806万円の財政調整基金の取り崩しなどを
行い、前年度から大幅な増額となりました。

有利な財源の確保　
　過疎地域自立促進基金の造成による新たな財
源の確保や、庄原小学校改築工事の実施など
により、市債（市の借入金）は前年度から２億
9,771万円の増となりました。

市債残高の圧縮　
　市の将来の負担を軽減するため、減債基金
（市の貯金）を取り崩し３億2,012万円の繰上償
還を行いました。

新規基金の造成　
　将来にわたり計画的にソフト事業を行うために
造成した過疎地域自立促進基金に４億1,000万
円を積み立てました。

光整備事業の着手　
　市内全域に敷設される光ケーブルを活用して
告知放送を行うために超高速情報通信網整備
事業に着手しました。普通建設事業費全体では
東城小学校改築などの完了で４億4,153万円の
減となりました。

繰入金

市税

公債費

積立金

普通建設

市債

財政課財政係　☎0824-73-1129 ※金額は万円未満を四捨五入していますので、
　内訳の合計は必ずしも一致しません。

平成26年度の各会計の歳入・歳出などの決算額を
一覧にしています。

暮らしのどこにお金が使われたのか、一般会計の
歳出決算額を市民一人当たりに換算してみると…

各会計の決算状況

市民一人当たりの決算額

歳 入

（平成27年３月31日現在の住民基本台帳人口37,902人）

※一般会計の実質収支（黒字となったお金）のうち、５億円は財政調整基金（貯金）へ積み立て、
　残り４億462万円を平成27年度に繰り越しました。

※（　）は前年度比

※（　）は前年度比

土木費　8.2万円
道路の整備、区画整理、
公園や公営住宅の管理などに

総務費　10.1万円
自治振興、超高速情報通信網の
整備、戸籍事務などに

民生費　19.0万円
高齢者や障害者などの
福祉や保育所運営などに

衛生費　5.4万円
医療の充実、健康診査、
ごみ処理、水道事業などに

その他　8.5万円
市議会の運営、商工業・観光の振興、
消防・防災、災害復旧などに

公債費　16.5万円
市債（市の借金）の元金と
利子の支払などに

教育費　7.4万円
小・中学校の教育や施設整備、
生涯学習、体育施設の管理などに

総額
81.7万円

一般会計 自主財源割合が前年度の18.3％から20.4％と増加しましたが、地方交付税を
はじめとする依存財源に頼らざるを得ない財政状況となっています。

歳 出一般会計 財政健全化に向けた取り組みを進める中、「第１期 庄原いちばん基本計画」
に基づく事業や、市民生活に直結した各事業を行いました。

新規就農者の支援や森林の整備など
農林水産業の振興に

農林水産業費　6.4万円
ソフト事業では、保育料第３子以降無料化、乳幼児等医療助成の対象者の拡大や比婆牛ブランドの復活に取り組
み、ハード事業では超高速情報通信網整備事業や庄原小学校改築工事などの各種事業を計画的に実施しました。

歳出のポイン
ト

●

●

●

●
●

●

●

●

人件費
41億1,847万円

（▲4,346万円）

その他（貸付金など）
3億9,638万円
（▲997万円）

災害復旧事業費
6億1,257万円

（＋7,930万円）

積立金
4億3,076万円

（▲6億133万円）

扶助費
36億9,406万円

（＋2億1,741万円）

公債費
60億9,780万円
（＋2億762万円）

物件費
37億8,127万円

（＋1億2,696万円）

補助費等
42億3,513万円

（＋4億8,988万円）

繰出金
31億339万円

（＋2,722万円）

普通建設事業費
45億1,109万円

（▲4億4,153万円）

309億8,091万円
(＋5,210万円)

合計

市税
38億4,447万円

（＋6,122万円）

地方交付税
160億1,358万円

（▲1億5,848万円）

繰入金
9億8,089万円

（＋8億8,455万円）
繰越金
5億8,137万円

（▲6,043万円）

使用料・手数料など
11億7,988万円

（▲１億3,845万円）
国・県支出金

49億2,448万円
(▲4億5,053万円）

市債
38億753万円

（＋2億9,771万円）

地方譲与税など
10億94万円

（▲1,262万円）

323億3,315万円
（＋4億2,297万円）

合計

依存財源  79.6%

自主財源 20.4%

義務的経費 ４４．９%

投資的経費 16.5%

その他経費 38.6%

160億1,358万円
（▲1億5,848万円）

一
般
会
計
・
特
別
会
計

企
業
会
計
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健全化判断比率
地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必
要性を判断するための「健全化判断比率」として実質赤字比率、連結実質赤
字比率、実質公債費比率、将来負担比率の４つの指標があります。庄原市
の財政状況を４つの指標でみてみると…

市債・基金 計画的な借入や繰上償還を行い、市債残高は年々着実に減少しています。

資金不足比率 公営企業の資金収支の累積不足額を表すもので、庄原市では
すべての公営企業で該当ありませんでした。

福祉、教育、まちづくりなどを行う地方公共団体の一
般会計などの赤字の程度を指標化し、財政運営の
悪化の度合いを示す指標です。庄原市は黒字のた
め該当ありませんでした。

借入金の返済額およびこれに準じる額の大きさを指
標化し、資金繰りの程度を示す指標です。庄原市は
18.4％と早期健全化基準内ですが、依然として高
い水準です。

すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団
体全体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団
体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指
標です。庄原市は黒字のため該当ありませんでした。

地方公共団体の一般会計などの借入金や将来支払って
いく可能性のある負担などの残高を指標化し、将来財政
を圧迫する可能性の度合いを示す指標です。庄原市は
129.7％と早期健全化基準内の指標となっています。

地方公共団体の一般会計などの借入金や将来支払って
いく可能性のある負担などの残高を指標化し、将来財政
を圧迫する可能性の度合いを示す指標です。庄原市は
129.7％と早期健全化基準内の指標となっています。

健全化判断比率の推移
　実質公債費比率および将来負担比率は、公債費

負担適正化計画などに基づくこれまでの財政健全

化の取り組みが着実に成果を示し、主に市債残高

および償還額の減少により毎年改善しています。

平成26年度決算では、実質公債費比率が前年度比

0.8％、将来負担比率は前年度比5.2％の健全化が

図られました。

　今後も、計画的な市債の発行などにより財政の

健全化に努めます。

148.7万円
市民一人当たり

平成26年度末
残高において

市債残高の推移［全会計］

予算の執行状況
平成27年度上半期 市は、毎年財政状況を公表し、予算の執行がどのような状

況になっているのかをお知らせしています。今回は、平成27
年度予算の９月30日現在の執行状況をお知らせします。

一般会計・特別会計・公営企業会計の収支状況

税の収入状況（一般会計・国民健康保険特別会計） 市債残高

連結実質赤字比率

実質赤字比率

将来負担比率

実質公債費比率

実質公債費比率

実質公債費比率

将来負担比率

※実質赤字比率および連結実質赤字比率は、黒字のため該当ありません。

※庄原市で対象となる公営企業は、水道事業、病院事業、公共下水道事業、農業集落排水事業、浄化槽整備事業、簡易水道事業、宅地造成事業、工業団地造成事業です。

残高
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563億6,293万円

資金不足比率 ◆該当なし 20%

↓経営健全化基準

連結実質赤字比率

実質赤字比率

将来負担比率

実質公債費比率

◆該当なし 12.5%

17.5%

25%
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350%

◆該当なし

◆18.4%

◆129.7%

財政状況が良い 財政状況が悪い

↓早期健全化基準 ↓財政再生基準
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将来負担比率
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163.3%

134.9%
129.7%

18.4%

19.2%
19.7%
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会　　計　　名 平成26年度末残高 前年度からの増減額
一般会計 408億8,758万円 ▲19億6,716万円
住宅資金特別会計 1,543万円 ▲474万円
公共下水道事業特別会計 59億278万円 ▲2億937万円
農業集落排水事業特別会計 34億5,769万円 ▲1億5,912万円
浄化槽整備事業特別会計 3億8,558万円 661万円
簡易水道事業特別会計 19億8,257万円 ▲6,706万円
水道事業 33億13万円 ▲1億8,572万円
病院事業 4億3,119万円 ▲4,137万円
市債残高合計 563億6,293万円 ▲26億2,793万円

基　　金　　名 平成26年度末残高 前年度からの増減額
財政調整基金 36億7,700万円 2億6,266万円
減債基金 225万円 ▲3億2,006万円
地域振興基金 37億8,726万円 ▲1億5,873万円
過疎地域自立促進基金 1億7,007万円 1億7,007万円
国民健康保険財政調整基金 2億2,995万円 ▲1億6,493万円
その他の基金 6億1,709万円 ▲185万円
基金残高合計 84億8,362万円 ▲2億1,284万円

※庄原市で対象となる公営企業は、水道事業、病院事業、公共下水道事業、農業集落排水事業、浄化槽整備事業、簡易水道事業、宅地造成事業、工業団地造成事業です。

区　　　分 予　算　額 収入済額と収入率 支出済額と執行率
一　般　会　計 328億 8,617 万円 154 億 3,082 万円 46.9% 117 億 4,280 万円 35.7%
特別会計　合計 138億 606 万円 47億 9,555 万円 34.7% 55 億 6,953 万円 40.3%
国民健康保険 47億 6,483 万円 17億 5,346 万円 36.8% 20 億 1,374 万円 42.3%
介護保険 62億 4,289 万円 25億 1,134 万円 40.2% 25 億 5,120 万円 40.9%
公共下水道事業 9億 3,719 万円 1億 4,179 万円 15.1% 3億 3,252 万円 35.5%
簡易水道事業 3億 2,550 万円 6,090 万円 18.7% 1億 1,395 万円 35.0%
その他 15億 3,566 万円 3億 2,806 万円 21.4% 5億 5,810 万円 36.3%

水
道
事
業

収益的収支 収入 8億 6,408 万円 4億 106 万円 46.4%
支出 8億 3,104 万円 3億 3,577 万円 40.4%

資本的収支 収入 7億 1,198 万円 7,924 万円 11.1%
支出 9億 3,283 万円 1億 1,875 万円 12.7%

病
院
事
業

収益的収支 収入 13億 821 万円 6億 9,880 万円 53.4%
支出 13億 293 万円 5億 6,147 万円 43.1%

資本的収支 収入 3,069 万円 2,847 万円 92.8%
支出 5,168 万円 2,441 万円 47.2%

区　　分 予　算　額 収入済額 収入率
地方税 36億 7,668 万円 22億 9,851 万円 62.5%

国民健康保険税 8億 3,173 万円 2億 5,351 万円 30.5%

市　　債 533億 9,171 万円
一般会計 383億 1,383 万円
特別会計 114億 5,894 万円
企業会計 36億 1,895 万円

区　　　分 予　算　額 収入済額と収入率 支出済額と執行率
一　般　会　計 328億 8,617 万円 154 億 3,082 万円 46.9% 117 億 4,280 万円 35.7%
特別会計　合計 138億 606 万円 47億 9,555 万円 34.7% 55 億 6,953 万円 40.3%
国民健康保険 47億 6,483 万円 17億 5,346 万円 36.8% 20 億 1,374 万円 42.3%
介護保険 62億 4,289 万円 25億 1,134 万円 40.2% 25 億 5,120 万円 40.9%
公共下水道事業 9億 3,719 万円 1億 4,179 万円 15.1% 3億 3,252 万円 35.5%
簡易水道事業 3億 2,550 万円 6,090 万円 18.7% 1億 1,395 万円 35.0%
その他 15億 3,566 万円 3億 2,806 万円 21.4% 5億 5,810 万円 36.3%

水
道
事
業

収益的収支 収入 8億 6,408 万円 4億 106 万円 46.4%
支出 8億 3,104 万円 3億 3,577 万円 40.4%

資本的収支 収入 7億 1,198 万円 7,924 万円 11.1%
支出 9億 3,283 万円 1億 1,875 万円 12.7%

病
院
事
業

収益的収支 収入 13億 821 万円 6億 9,880 万円 53.4%
支出 13億 293 万円 5億 6,147 万円 43.1%

資本的収支 収入 3,069 万円 2,847 万円 92.8%
支出 5,168 万円 2,441 万円 47.2%

区　　分 予　算　額 収入済額 収入率
地方税 36億 7,668 万円 22億 9,851 万円 62.5%

国民健康保険税 8億 3,173 万円 2億 5,351 万円 30.5%

市　　債 533億 9,171 万円
一般会計 383億 1,383 万円
特別会計 114億 5,894 万円
企業会計 36億 1,895 万円

区　　　分 予　算　額 収入済額と収入率 支出済額と執行率
一　般　会　計 328億 8,617 万円 154 億 3,082 万円 46.9% 117 億 4,280 万円 35.7%
特別会計　合計 138億 606 万円 47億 9,555 万円 34.7% 55 億 6,953 万円 40.3%
国民健康保険 47億 6,483 万円 17億 5,346 万円 36.8% 20 億 1,374 万円 42.3%
介護保険 62億 4,289 万円 25億 1,134 万円 40.2% 25 億 5,120 万円 40.9%
公共下水道事業 9億 3,719 万円 1億 4,179 万円 15.1% 3億 3,252 万円 35.5%
簡易水道事業 3億 2,550 万円 6,090 万円 18.7% 1億 1,395 万円 35.0%
その他 15億 3,566 万円 3億 2,806 万円 21.4% 5億 5,810 万円 36.3%

水
道
事
業

収益的収支 収入 8億 6,408 万円 4億 106 万円 46.4%
支出 8億 3,104 万円 3億 3,577 万円 40.4%

資本的収支 収入 7億 1,198 万円 7,924 万円 11.1%
支出 9億 3,283 万円 1億 1,875 万円 12.7%

病
院
事
業

収益的収支 収入 13億 821 万円 6億 9,880 万円 53.4%
支出 13億 293 万円 5億 6,147 万円 43.1%

資本的収支 収入 3,069 万円 2,847 万円 92.8%
支出 5,168 万円 2,441 万円 47.2%

区　　分 予　算　額 収入済額 収入率
地方税 36億 7,668 万円 22億 9,851 万円 62.5%

国民健康保険税 8億 3,173 万円 2億 5,351 万円 30.5%

市　　債 533億 9,171 万円
一般会計 383億 1,383 万円
特別会計 114億 5,894 万円
企業会計 36億 1,895 万円
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健全化判断比率
地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必
要性を判断するための「健全化判断比率」として実質赤字比率、連結実質赤
字比率、実質公債費比率、将来負担比率の４つの指標があります。庄原市
の財政状況を４つの指標でみてみると…

市債・基金 計画的な借入や繰上償還を行い、市債残高は年々着実に減少しています。

資金不足比率 公営企業の資金収支の累積不足額を表すもので、庄原市では
すべての公営企業で該当ありませんでした。

福祉、教育、まちづくりなどを行う地方公共団体の一
般会計などの赤字の程度を指標化し、財政運営の
悪化の度合いを示す指標です。庄原市は黒字のた
め該当ありませんでした。

借入金の返済額およびこれに準じる額の大きさを指
標化し、資金繰りの程度を示す指標です。庄原市は
18.4％と早期健全化基準内ですが、依然として高
い水準です。

すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団
体全体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団
体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指
標です。庄原市は黒字のため該当ありませんでした。

地方公共団体の一般会計などの借入金や将来支払って
いく可能性のある負担などの残高を指標化し、将来財政
を圧迫する可能性の度合いを示す指標です。庄原市は
129.7％と早期健全化基準内の指標となっています。

地方公共団体の一般会計などの借入金や将来支払って
いく可能性のある負担などの残高を指標化し、将来財政
を圧迫する可能性の度合いを示す指標です。庄原市は
129.7％と早期健全化基準内の指標となっています。

健全化判断比率の推移
　実質公債費比率および将来負担比率は、公債費

負担適正化計画などに基づくこれまでの財政健全

化の取り組みが着実に成果を示し、主に市債残高

および償還額の減少により毎年改善しています。

平成26年度決算では、実質公債費比率が前年度比

0.8％、将来負担比率は前年度比5.2％の健全化が

図られました。

　今後も、計画的な市債の発行などにより財政の

健全化に努めます。
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市民一人当たり

平成26年度末
残高において

市債残高の推移［全会計］

予算の執行状況
平成27年度上半期 市は、毎年財政状況を公表し、予算の執行がどのような状

況になっているのかをお知らせしています。今回は、平成27
年度予算の９月30日現在の執行状況をお知らせします。

一般会計・特別会計・公営企業会計の収支状況

税の収入状況（一般会計・国民健康保険特別会計） 市債残高
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※実質赤字比率および連結実質赤字比率は、黒字のため該当ありません。

※庄原市で対象となる公営企業は、水道事業、病院事業、公共下水道事業、農業集落排水事業、浄化槽整備事業、簡易水道事業、宅地造成事業、工業団地造成事業です。
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会　　計　　名 平成26年度末残高 前年度からの増減額
一般会計 408億8,758万円 ▲19億6,716万円
住宅資金特別会計 1,543万円 ▲474万円
公共下水道事業特別会計 59億278万円 ▲2億937万円
農業集落排水事業特別会計 34億5,769万円 ▲1億5,912万円
浄化槽整備事業特別会計 3億8,558万円 661万円
簡易水道事業特別会計 19億8,257万円 ▲6,706万円
水道事業 33億13万円 ▲1億8,572万円
病院事業 4億3,119万円 ▲4,137万円
市債残高合計 563億6,293万円 ▲26億2,793万円

基　　金　　名 平成26年度末残高 前年度からの増減額
財政調整基金 36億7,700万円 2億6,266万円
減債基金 225万円 ▲3億2,006万円
地域振興基金 37億8,726万円 ▲1億5,873万円
過疎地域自立促進基金 1億7,007万円 1億7,007万円
国民健康保険財政調整基金 2億2,995万円 ▲1億6,493万円
その他の基金 6億1,709万円 ▲185万円
基金残高合計 84億8,362万円 ▲2億1,284万円

※庄原市で対象となる公営企業は、水道事業、病院事業、公共下水道事業、農業集落排水事業、浄化槽整備事業、簡易水道事業、宅地造成事業、工業団地造成事業です。

区　　　分 予　算　額 収入済額と収入率 支出済額と執行率
一　般　会　計 328億 8,617 万円 154 億 3,082 万円 46.9% 117 億 4,280 万円 35.7%
特別会計　合計 138億 606 万円 47億 9,555 万円 34.7% 55 億 6,953 万円 40.3%
国民健康保険 47億 6,483 万円 17億 5,346 万円 36.8% 20 億 1,374 万円 42.3%
介護保険 62億 4,289 万円 25億 1,134 万円 40.2% 25 億 5,120 万円 40.9%
公共下水道事業 9億 3,719 万円 1億 4,179 万円 15.1% 3億 3,252 万円 35.5%
簡易水道事業 3億 2,550 万円 6,090 万円 18.7% 1億 1,395 万円 35.0%
その他 15億 3,566 万円 3億 2,806 万円 21.4% 5億 5,810 万円 36.3%

水
道
事
業

収益的収支 収入 8億 6,408 万円 4億 106 万円 46.4%
支出 8億 3,104 万円 3億 3,577 万円 40.4%

資本的収支 収入 7億 1,198 万円 7,924 万円 11.1%
支出 9億 3,283 万円 1億 1,875 万円 12.7%

病
院
事
業

収益的収支 収入 13億 821 万円 6億 9,880 万円 53.4%
支出 13億 293 万円 5億 6,147 万円 43.1%

資本的収支 収入 3,069 万円 2,847 万円 92.8%
支出 5,168 万円 2,441 万円 47.2%

区　　分 予　算　額 収入済額 収入率
地方税 36億 7,668 万円 22億 9,851 万円 62.5%

国民健康保険税 8億 3,173 万円 2億 5,351 万円 30.5%

市　　債 533億 9,171 万円
一般会計 383億 1,383 万円
特別会計 114億 5,894 万円
企業会計 36億 1,895 万円
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健全化判断比率
地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必
要性を判断するための「健全化判断比率」として実質赤字比率、連結実質赤
字比率、実質公債費比率、将来負担比率の４つの指標があります。庄原市
の財政状況を４つの指標でみてみると…

市債・基金 計画的な借入や繰上償還を行い、市債残高は年々着実に減少しています。

資金不足比率 公営企業の資金収支の累積不足額を表すもので、庄原市では
すべての公営企業で該当ありませんでした。

福祉、教育、まちづくりなどを行う地方公共団体の一
般会計などの赤字の程度を指標化し、財政運営の
悪化の度合いを示す指標です。庄原市は黒字のた
め該当ありませんでした。

借入金の返済額およびこれに準じる額の大きさを指
標化し、資金繰りの程度を示す指標です。庄原市は
18.4％と早期健全化基準内ですが、依然として高
い水準です。

すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団
体全体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団
体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指
標です。庄原市は黒字のため該当ありませんでした。

地方公共団体の一般会計などの借入金や将来支払って
いく可能性のある負担などの残高を指標化し、将来財政
を圧迫する可能性の度合いを示す指標です。庄原市は
129.7％と早期健全化基準内の指標となっています。

地方公共団体の一般会計などの借入金や将来支払って
いく可能性のある負担などの残高を指標化し、将来財政
を圧迫する可能性の度合いを示す指標です。庄原市は
129.7％と早期健全化基準内の指標となっています。

健全化判断比率の推移
　実質公債費比率および将来負担比率は、公債費

負担適正化計画などに基づくこれまでの財政健全

化の取り組みが着実に成果を示し、主に市債残高

および償還額の減少により毎年改善しています。

平成26年度決算では、実質公債費比率が前年度比

0.8％、将来負担比率は前年度比5.2％の健全化が

図られました。

　今後も、計画的な市債の発行などにより財政の

健全化に努めます。
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予算の執行状況
平成27年度上半期 市は、毎年財政状況を公表し、予算の執行がどのような状

況になっているのかをお知らせしています。今回は、平成27
年度予算の９月30日現在の執行状況をお知らせします。

一般会計・特別会計・公営企業会計の収支状況

税の収入状況（一般会計・国民健康保険特別会計） 市債残高
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※実質赤字比率および連結実質赤字比率は、黒字のため該当ありません。

※庄原市で対象となる公営企業は、水道事業、病院事業、公共下水道事業、農業集落排水事業、浄化槽整備事業、簡易水道事業、宅地造成事業、工業団地造成事業です。
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会　　計　　名 平成26年度末残高 前年度からの増減額
一般会計 408億8,758万円 ▲19億6,716万円
住宅資金特別会計 1,543万円 ▲474万円
公共下水道事業特別会計 59億278万円 ▲2億937万円
農業集落排水事業特別会計 34億5,769万円 ▲1億5,912万円
浄化槽整備事業特別会計 3億8,558万円 661万円
簡易水道事業特別会計 19億8,257万円 ▲6,706万円
水道事業 33億13万円 ▲1億8,572万円
病院事業 4億3,119万円 ▲4,137万円
市債残高合計 563億6,293万円 ▲26億2,793万円

基　　金　　名 平成26年度末残高 前年度からの増減額
財政調整基金 36億7,700万円 2億6,266万円
減債基金 225万円 ▲3億2,006万円
地域振興基金 37億8,726万円 ▲1億5,873万円
過疎地域自立促進基金 1億7,007万円 1億7,007万円
国民健康保険財政調整基金 2億2,995万円 ▲1億6,493万円
その他の基金 6億1,709万円 ▲185万円
基金残高合計 84億8,362万円 ▲2億1,284万円

※庄原市で対象となる公営企業は、水道事業、病院事業、公共下水道事業、農業集落排水事業、浄化槽整備事業、簡易水道事業、宅地造成事業、工業団地造成事業です。

区　　　分 予　算　額 収入済額と収入率 支出済額と執行率
一　般　会　計 328億 8,617 万円 154 億 3,082 万円 46.9% 117 億 4,280 万円 35.7%
特別会計　合計 138億 606 万円 47億 9,555 万円 34.7% 55 億 6,953 万円 40.3%
国民健康保険 47億 6,483 万円 17億 5,346 万円 36.8% 20 億 1,374 万円 42.3%
介護保険 62億 4,289 万円 25億 1,134 万円 40.2% 25 億 5,120 万円 40.9%
公共下水道事業 9億 3,719 万円 1億 4,179 万円 15.1% 3億 3,252 万円 35.5%
簡易水道事業 3億 2,550 万円 6,090 万円 18.7% 1億 1,395 万円 35.0%
その他 15億 3,566 万円 3億 2,806 万円 21.4% 5億 5,810 万円 36.3%

水
道
事
業

収益的収支 収入 8億 6,408 万円 4億 106 万円 46.4%
支出 8億 3,104 万円 3億 3,577 万円 40.4%

資本的収支 収入 7億 1,198 万円 7,924 万円 11.1%
支出 9億 3,283 万円 1億 1,875 万円 12.7%

病
院
事
業

収益的収支 収入 13億 821 万円 6億 9,880 万円 53.4%
支出 13億 293 万円 5億 6,147 万円 43.1%

資本的収支 収入 3,069 万円 2,847 万円 92.8%
支出 5,168 万円 2,441 万円 47.2%

区　　分 予　算　額 収入済額 収入率
地方税 36億 7,668 万円 22億 9,851 万円 62.5%

国民健康保険税 8億 3,173 万円 2億 5,351 万円 30.5%

市　　債 533億 9,171 万円
一般会計 383億 1,383 万円
特別会計 114億 5,894 万円
企業会計 36億 1,895 万円

区　　　分 予　算　額 収入済額と収入率 支出済額と執行率
一　般　会　計 328億 8,617 万円 154 億 3,082 万円 46.9% 117 億 4,280 万円 35.7%
特別会計　合計 138億 606 万円 47億 9,555 万円 34.7% 55 億 6,953 万円 40.3%
国民健康保険 47億 6,483 万円 17億 5,346 万円 36.8% 20 億 1,374 万円 42.3%
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健全化判断比率
地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必
要性を判断するための「健全化判断比率」として実質赤字比率、連結実質赤
字比率、実質公債費比率、将来負担比率の４つの指標があります。庄原市
の財政状況を４つの指標でみてみると…

市債・基金 計画的な借入や繰上償還を行い、市債残高は年々着実に減少しています。

資金不足比率 公営企業の資金収支の累積不足額を表すもので、庄原市では
すべての公営企業で該当ありませんでした。

福祉、教育、まちづくりなどを行う地方公共団体の一
般会計などの赤字の程度を指標化し、財政運営の
悪化の度合いを示す指標です。庄原市は黒字のた
め該当ありませんでした。

借入金の返済額およびこれに準じる額の大きさを指
標化し、資金繰りの程度を示す指標です。庄原市は
18.4％と早期健全化基準内ですが、依然として高
い水準です。

すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団
体全体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団
体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指
標です。庄原市は黒字のため該当ありませんでした。

地方公共団体の一般会計などの借入金や将来支払って
いく可能性のある負担などの残高を指標化し、将来財政
を圧迫する可能性の度合いを示す指標です。庄原市は
129.7％と早期健全化基準内の指標となっています。

地方公共団体の一般会計などの借入金や将来支払って
いく可能性のある負担などの残高を指標化し、将来財政
を圧迫する可能性の度合いを示す指標です。庄原市は
129.7％と早期健全化基準内の指標となっています。

健全化判断比率の推移
　実質公債費比率および将来負担比率は、公債費

負担適正化計画などに基づくこれまでの財政健全

化の取り組みが着実に成果を示し、主に市債残高

および償還額の減少により毎年改善しています。

平成26年度決算では、実質公債費比率が前年度比

0.8％、将来負担比率は前年度比5.2％の健全化が

図られました。

　今後も、計画的な市債の発行などにより財政の

健全化に努めます。

148.7万円
市民一人当たり

平成26年度末
残高において

市債残高の推移［全会計］

予算の執行状況
平成27年度上半期 市は、毎年財政状況を公表し、予算の執行がどのような状

況になっているのかをお知らせしています。今回は、平成27
年度予算の９月30日現在の執行状況をお知らせします。

一般会計・特別会計・公営企業会計の収支状況

税の収入状況（一般会計・国民健康保険特別会計） 市債残高

連結実質赤字比率
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将来負担比率

実質公債費比率

実質公債費比率

実質公債費比率

将来負担比率

※実質赤字比率および連結実質赤字比率は、黒字のため該当ありません。

※庄原市で対象となる公営企業は、水道事業、病院事業、公共下水道事業、農業集落排水事業、浄化槽整備事業、簡易水道事業、宅地造成事業、工業団地造成事業です。
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会　　計　　名 平成26年度末残高 前年度からの増減額
一般会計 408億8,758万円 ▲19億6,716万円
住宅資金特別会計 1,543万円 ▲474万円
公共下水道事業特別会計 59億278万円 ▲2億937万円
農業集落排水事業特別会計 34億5,769万円 ▲1億5,912万円
浄化槽整備事業特別会計 3億8,558万円 661万円
簡易水道事業特別会計 19億8,257万円 ▲6,706万円
水道事業 33億13万円 ▲1億8,572万円
病院事業 4億3,119万円 ▲4,137万円
市債残高合計 563億6,293万円 ▲26億2,793万円

基　　金　　名 平成26年度末残高 前年度からの増減額
財政調整基金 36億7,700万円 2億6,266万円
減債基金 225万円 ▲3億2,006万円
地域振興基金 37億8,726万円 ▲1億5,873万円
過疎地域自立促進基金 1億7,007万円 1億7,007万円
国民健康保険財政調整基金 2億2,995万円 ▲1億6,493万円
その他の基金 6億1,709万円 ▲185万円
基金残高合計 84億8,362万円 ▲2億1,284万円

※庄原市で対象となる公営企業は、水道事業、病院事業、公共下水道事業、農業集落排水事業、浄化槽整備事業、簡易水道事業、宅地造成事業、工業団地造成事業です。

区　　　分 予　算　額 収入済額と収入率 支出済額と執行率
一　般　会　計 328億 8,617 万円 154 億 3,082 万円 46.9% 117 億 4,280 万円 35.7%
特別会計　合計 138億 606 万円 47億 9,555 万円 34.7% 55 億 6,953 万円 40.3%
国民健康保険 47億 6,483 万円 17億 5,346 万円 36.8% 20 億 1,374 万円 42.3%
介護保険 62億 4,289 万円 25億 1,134 万円 40.2% 25 億 5,120 万円 40.9%
公共下水道事業 9億 3,719 万円 1億 4,179 万円 15.1% 3億 3,252 万円 35.5%
簡易水道事業 3億 2,550 万円 6,090 万円 18.7% 1億 1,395 万円 35.0%
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